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１ 調査の目的 
広告媒体及びそれに関する消費者被害の実態を調査し、消費者取引をめぐるトラブルの原

因となる広告の内容について分析を行い、消費者被害の未然防止に役立てるとともに消費者

への啓発に活用することを目的とした。 

 

２ 調査内容・方法 
(1) 消費者アンケート 

   消費者による広告の活用状況や消費者トラブルの現状等を把握するため、東京都内に

在住する消費者１，０００人を対象に、インターネットによるアンケート調査を実施した。 

(2) 広告の実態調査 

   広告内容の実態調査として、次の３つの調査を実施し広告の問題点等を分析した。 
 ア 広告産業の動向把握 

 イ 広告量の調査 

 ウ 広告内容の調査 

イの「広告量の調査」で分類・整理した広告の中から、広告内容に問題があると思われ

る広告を事例として抽出し、問題点を分析した。 

(3) 消費者トラブルの現状 

  （２）ウの調査とあわせ、東京都消費生活総合センターに実際に寄せられた相談内容か
ら広告が誘引となったトラブル事例を抽出し、事例における広告の問題点等を分析した。 

(4) まとめ・考察 

   上記（１）から（３）の調査結果をふまえ、まとめ・考察を行った。 
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１ 広告に関する消費者の意識と行動 

 インターネットアンケート調査を行った結果は以下のとおりである。 

 

 

 

要点１ 
日頃の生活で参考にすることの多い広告は   
食料品・衣料品では新聞折込広告 

レジャー・旅行・家電製品ではインターネット広告

図表 商品別の広告の利用状況 
                                   （複数回答）         

ア  食料品など  イ  衣料品など 
 

(%)

15.7

36.3

18.5

62.9

10.5

12.2

3.1

11.7

0.4

31.4

0 20 40 60 80 100N＝809

２．雑誌の広告

３．テレビ・ラジオCM

４．インターネットの広告

５．新聞折込広告

６．ダイレクトメール

７．ポストへの投げ込み誌・チラシ

８．その他

９．広告を参考にすることはない

    無回答

１．新聞の広告（広告特集を含む）

(%)

36.3

23.4

21.0

44.0

22.7

5.9

3.5

22.4

0.4

21.8

0 20 40 60 80 100N＝809

２．雑誌の広告

３．テレビ・ラジオCM

４．インターネットの広告

５．新聞折込広告

６．ダイレクトメール

７．ポストへの投げ込み誌・チラシ

８．その他

９．広告を参考にすることはない

    無回答

１．新聞の広告（広告特集を含む）

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
ウ  レジャー･旅行など  エ  家電製品など 

(%)

39.6

18.2

53.4

24.6

18.5

4.7

5.8

18.5

0.7

35.7

0 20 40 60 80 100N＝809

２．雑誌の広告

３．テレビ・ラジオCM

４．インターネットの広告

５．新聞折込広告

６．ダイレクトメール

７．ポストへの投げ込み誌・チラシ

８．その他

９．広告を参考にすることはない

    無回答

１．新聞の広告（広告特集を含む）

(%)

39.9

30.0

55.0

40.0

13.8

2.8

4.7

9.3

0.6

31.6

0 20 40 60 80 100N＝809

２．雑誌の広告

３．テレビ・ラジオCM

４．インターネットの広告

５．新聞折込広告

６．ダイレクトメール

７．ポストへの投げ込み誌・チラシ

８．その他

９．広告を参考にすることはない

    無回答

１．新聞の広告（広告特集を含む）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
オ  保険など 
 (%)

17.1

23.5

30.0

10.8

19.5

2.2

4.0

40.0

0.6

22.2

0 20 40 60 80 100N＝809

２．雑誌の広告

３．テレビ・ラジオCM

４．インターネットの広告

５．新聞折込広告

６．ダイレクトメール

 

７． ポストへの投げ込み誌・チラシ

その他

９．広告を参考にすることはない

    無回答

１．新聞の広告（広告特集を含む）

 
 
 
 

８．
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広告に対する評価は   
広告が生活に役立つ点は「商品やサービスを選択する際の情報を与えてくれる」が約６割  
問題点は「商品を売るために効能・効果を誇張するものが多い」が４割強  
広告の信頼性については「商品によってある程度信用する」が約４割  

要点２ 

 

図表 広告が生活に役立つ点  
 

                  （複数回答） 
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(%)

10.0

21.3

24.7

43.3

17.8

13.3

2.3

1.6

10.5

1.9

0.5

18.9

0 20 40 60 80 100N＝809

２．商品に関係のないキャラクターなどを使った
      広告が増えている

３．取材記事と紛らわしい広告が増えている

４．必要な情報がなかったり情報が不正確なもの
      が多い

５．商品を売るために効能や効果を誇張したりす
      るものが多い

６．消費者を誘ったり射幸心をくすぐるような表
      現であるものが多い

７．お試しや返品ＯＫなどで利用を誘うものが多い

８．子どもが広告に影響されて商品をほしがる

９．その他

10．とくにない

１．広告が多すぎてどれを選んでよいかわからない

       無回答

11．わからない

(%)

16.6

7.4

14.3

29.2

5.9

1.7

16.6

2.0

0.5

59.2

0 20 40 60 80 100N＝809

２．時代の状況や経済社会情勢を的確に反映
     している

３．企業の考え方や姿勢を的確に伝えてくれ
      ている

４．商品を購入したりサービスを利用すると
      き安心感が得られる

５．常に新鮮でスピーディーな情報を提供し
     てくれる

６．新しい生活のきっかけを与えてくれる

７．その他

８．とくにない

９．わからない

    無回答

１．商品やサービスを選択するのに必要な情
     報を与えてくれている

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 問題だと思う点 

                    （複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

図表 広告の信頼性について 

 

(%)

36.6

7.9

40.5

2.3

3.3

0.5

8.8

0 20 40 60 80 100N＝809

２．広告主が確かなところであればある程度信用
     する

３．掲載紙・掲載誌が大手であれば、ある程度
      信用する

４．商品によっては、ある程度信用する

５．いかなる広告の内容も信用していない

６．わからない

    無回答

１．ある程度広告は信用している

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

要点３ 

 

広告を見て購入しトラブル経験にあった人は   

１～２度、何度か、ひんぱんにあった人を含め１８％   

ほとんどの商品分類で、広告問題によるトラブルが発生 

トラブルの内容は「広告と実際の商品・サービスが違う」が４割強 

トラブルに対して６割以上の人は何も行動を起こさなかった。一方で行動を起こした人の６割以上は

問題が解決している。 

 

図表 購入をして困った経験の有無 

 

 

2. 何度か
あった
5.2%

1. ひんぱん
にあった
0.6%

3. １～２度
あった

12.2%

4. まったくな
かった
58.1%

5. 広告を利
用して商品を
買わない

16.7%

6. わからな
い

7.2%

無回答
0.0%

N＝809
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図表 具体的な商品の種類 
                               （複数回答） 
 

20.5

7.5

13.7

6.2

13.0

0.7

1.4

4.8

6.8

3.4

1.4

6.2

0.0

1.4

15.8
15.1

0 20 40 60 80 100

1. 食料品

2. 住居品

3. 被服品

4. 保健衛生品

5. 教養娯楽品

6. 車両・乗り物

7. 土地・建物・設備

8. 金融・保険サービス

9. 運輸・通信サービス

10. 教育サービス

11. 教養・娯楽サービス

12. 保健・福祉サービス

 

(%)

6.2

9.6

4.8

10.3

25.3

15.1

43.2

0 20 40 60 80 100n＝146

２．広告と、実際の取引条件が違う

３．広告には書いてなかったが、取引条件
     が不当だった

４．商品・サービスそのものの不具合で、
     怪我をしたり、体の具合が悪くなった

５．広告とは別の商品・サービスを勧誘
      された

６．その他

    無回答

１．広告と、実際の商品・サービス（品質
       や効能など）が違う

13. 他の役

相場
               務

14. 内職・副業・

15. その他

無回答

（％）n=146

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

図表 具体的に困った内容 

 

                    （複数回答） 
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図表 その際の行動 

 

2. 広告を掲載
した新聞や雑
誌社などに苦
情を申し出た

0.0%

1. 商品を広告
した事業者に
苦情を申し出

た

8.2% 3. メーカーや
販売者に直接
苦情を申し込
んだ

15.1%
4. 行政や消費
者センターなど
の相談機関に
相談した

2.1%

5. 親や友人な
ど身の回りの
人に相談した

3.4%

6. その他
4.8%

7. なにもしな
かった

66.4%

ｎ＝146 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図表 行動を起こした結果 

 

2. 解決しな
かった

21.4%
1. 解決した

64.3%

3. その他
11.9%

無回答

2.4%
ｎ＝42

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 広告の実態 

 広告量の実態は、以下のとおりである。 

 

 

 

 

要点１ 
新聞に一週間に掲載された広告量は   
一般紙は 1,152件、スポーツ紙は 435件、夕刊紙は 413件 となっている 

 
・１週間に掲載された広告の件数は、発行部数が最も多い一般紙（１紙）では平均１，１５２

件、スポーツ紙（７紙）では平均４３５件、夕刊紙（２紙）では平均４１３件となっている。 

 
・一般紙の５地域における平均新聞広告件数を曜日別にみると、金曜日と木曜日が多く、少な

いのは月曜日と日曜日となっている。スポーツ紙（７紙）・夕刊紙（２紙）でも、一般紙と同

様、金曜日と木曜日が最も多くなっている。 

 

・商品内容別にみると、一般紙では「コンサート・観劇・映画・イベント」や「旅行」などの広告が多かっ

た。スポーツ紙・夕刊紙では、「融資サービス」や「書籍（釣り、ギャンブル）」、「競輪・競

馬・競艇」が多くなっており、違いがみられた。 
 

 

 

 

要点２ 
一週間に新聞折込された広告量は   
最も多い新聞が 794 件、最も少ない新聞が 228 件 となっている 

 

・一般紙（６紙）の折込広告をみると、最も多いのは土曜日、最も少ないのは木曜日となって

いる。新聞ごとの件数は、最も多い新聞で７９４件、少ない新聞で２２８件と差がみられる。 

 

・商品内容別にみると、「不動産」が最も多く、全体の約３分の１を占めている。次いで、「食

料品」も多くなっている。 

 

 要点３ 
雑誌一誌あたりの広告量は   
最も多いのが一般男性誌で平均 74.3 件、次が女性誌で平均 49.0 件 となっている  

 

・雑誌（主に週刊誌）の広告件数を掲載雑誌の分野別にみると、男性一般誌で１誌あたり平均

７４．３件、女性誌で平均４９．０件の順に多くなっている。逆に最も少ないのは、青年コ

ミック、少年コミックなどのコミック系の雑誌である。 

 

・商品内容別にみると、「書籍」や「美容外科」、「融資サービス」などの広告が比較的多く、そ

れぞれの雑誌の読者層に添った内容の広告が掲載されている。 
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３ 広告事例・相談事例の特徴 

特に問題のある広告事例１５件、相談事例１４件の内容を分析し、以下のとおりまとめた。 

                                        
該当事例数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト
ラ
ブ
ル
要
因
と
な
る
ポ
イ
ン
ト 

１．事業者の信頼性、商品の品質・性能、役務の内容・効果に関する優良誤認・説明不足 
 
 2事例 ―― 
 
 4事例 ―― 
 
 8事例 ―― 
 
 11事例 1事例
 
 3事例 ―― 
 
 1事例 ―― 
 
 9事例 ―― 
 
 4事例 ―― 
 
 
２．商品価格や役務の対価に関する有利誤認  
 
 3 事例  ――  
 
 3 事例  2 事例
 
 6 事例  8 事例

 
３．契約の成立時期に関する有利誤認  
 
 2 事例  ――  
 
４．解約とそれに伴う返品・返金に関する有利誤認  
 
 3 事例  3 事例
 
５．その他の取引条件に関する有利誤認・説明不足  
 
 1 事例  4 事例
 
 2 事例  ――  
  
６．規制を回避するための脱法的な表示  
 
 6 事例  ――  
 
７．違法な商品・違法な取引への誘引  
 
 3 事例  ――  
 
８．広告表示以外に関する要因  
 
 ――  3 事例
 

相
談 

広
告 

【 条 】

法律や規制等から逃れるため、情報提供など間接的な形式を用いて、販売目的の商品又は役務の内容を直接的

に表示していない。【広告規制に対する脱法行為】 

社会的に承認又は公認されていない商品又は役務の取引である疑いがあり、取引そのものが違法行

為につながる恐れがある。【違法性の高い商品・取引】  

広告表示そのものに不当性があるとはいえないが、その後の勧誘においてトラブルが発生しやすい。 
【広告表示以外の要因】 

b.不当表示とまではいえないが、取引条件に関する説明が足りないために消費者が誤認する恐れが
ある。  

a.履行条件、代金以外の経済的負担等のデメリット情報を明示していない。又は極めてわかりにく
く表示している。法定表示事項が欠落している。【有利誤認】  

使用後満足できなければ全額返金などと表示しているが、解約条件が明示されていない、又は極め

てわかりにくく表示している。【有利誤認】  

無料お試しと表示しているが、実は試用開始から契約が成立することを明示していない、又はわか

りにくく表示している。【有利誤認】  

a.複数の価格（条件等）が表示されていて支払うべき金額等が不明瞭である。  
【有利誤認】  
b.無料又は極めて低廉であるかのように強調表示しているが、実は有料である旨をわかりにくく表
示している、又は総額が高額になっている。【有利誤認】  
c.特別割安価格での限定販売（期間・数量・対象）を強調しているが、実際に通常と比べて特に割
安か疑わしい。【有利誤認】  

a.著名な同業者や著名な商品と類似の名称を使っているが、事業者や商品の信頼性が疑わしい。  
【優良誤認】  
b.○○賞を受賞、○○特許を取得などと表示しているが、賞や特許等の権威・価値が疑わしい、又
は賞や特許等の存在・取得そのものが疑わしい。【優良誤認】 

f.著名な原産地や製造者名の詐称、又は類似名称を使用している。  
【優良誤認】  

e.国・地方公共団体や著名な団体・個人等の関与を表示しているが、その真偽が疑わしい。  
【優良誤認】  

d.体験談や統計データ・実験データの数値等を表示しているが、抽出方法が曖昧であり、客観的根
拠が疑わしい。【優良誤認】  

c.日本一、日本初、最高級、断トツ等最上位の形容詞を表示しているが、客観的根拠が疑わしい。  
【優良誤認】  

g.法的許認可等が必要な取引であるにもかかわらず、事業者又は商品が認可を取得しているか疑わ
しい。  
h.不当表示とまではいえないが、商品に関する説明が足りないために消費者が誤認する恐れがある。 
【商品説明不足】 

＊1 つの事例について該当項目を複数にカウントしている 
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広告事例、相談事例の内容は以下のとおり。 

 

広 告 事 例                相 談 事 例 

№  
件    名 

1 クレジットカードによる金券購入 

2 精力剤 

3 ダイエット食品 

4 糖尿病の効果を謳った健康食品 

5 開運アクセサリー 

6 二重まぶたにする液体 

7 にきび予防の液体 

8 男性機能強化を謳った塗り薬 

9 競馬予想本 

10 消費者金融 

11 無料インターネットサイトの紹介 

12 競馬予想情報提供サービス 

13 美容外科出版の広告 

14 美容歯科出版の広告 

15 ハウスクリーニングの開業 

 

 

 

 

 

 

№ 件    名 

1 料金表示が不明瞭なふすま張り 

2 教材購入が条件となった仕事の紹介（医療事務）

3 
金額表示に印刷ミスがあった浴衣セットの販
売 

4 トレース講座受講が条件となった仕事の紹介 

5 有利な加入条件等を強調した医療保険の販売 

6 
タイムバーゲンをうたったスーパーマーケッ
ト 

7 無料モニターをうたったエステ契約 

8 医薬品の二重価格販売 

9 ポイント５倍をうたった商品販売 

10 テレビショッピングを見て購入した商品 

11 誤って表示したＩＣレコーダーの録音時間 

12 インターネット電話の無料キャンペーン 

13 
街頭によるＡＤＳＬ２ヶ月無料お試しキャン
ペーン 

14 家具の全品割安広告 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 9



 

４ 広告による消費者トラブルを防止するために 

 

 
（１） 

 
事業者・事業者団体に対して 

消費者の誤認を招く恐れがある問題広告は、消費者トラブルの原因になりやすいだけでなく、

広告に対する消費者の信頼を損なうこととなり、事業者にとってもマイナスとなる。 

消費者契約法３条にある、消費者に正確な情報を提供することが事業者の責務であることを踏ま

えるならば、何よりも事業者及び事業者団体の自主的な取り組みを中心に、不当な広告を排除する

ことが望まれる。 

これを実現するため、東京都は、景品表示法、特定商取引法、健康増進法など広告表示を規制

する法律や、業界ごとに策定されている公正競争規約や自主規制等の趣旨や内容を、事業者が順

守するよう、周知徹底する施策を構ずる必要がある。 

また、平成１５年５月に改正された景品表示法等を活用し、不当表示に関する実態調査を効率

的に実施するなど、問題ある広告を効率的に収集・調査し、問題点の分析と事業者に対する改善

の指導を効率的に実施することが望まれる。 

 

 

 
（２） 

 
広告媒体に対して 

事業者団体が自主規制と審査を行うことにより、不適正な広告を自主的に排除する取り組みが

あるが、夕刊紙、雑誌等に掲載された広告の中に、不適正な広告がみられるケースが多かった。 
消費者アンケート調査の結果でも、消費者トラブルをなくすため、新聞社･雑誌社などの掲載

に際し、自主基準を設け不適切な広告を排除することを挙げた人が多く、不適正な広告を排除し

てほしいとするとの要望が高くなっている。  
東京都は、広告媒体に向けて広告表示を規制する法律や公正競争規約の順守を周知徹底し、広

告媒体またはその業界団体による実効性ある自主規制を強化していくことが望まれる。 
 

 

 

消費者が不適正な広告をきっかけに消費者トラブルに巻き込まれないためには、消費者自身が

不適正な広告を見抜く目を養うことが望まれる。 

（３） 
 
消費者・消費者団体に対して 

さらに、消費者が広告の内容に関心をもっていることを事業者に認識させることが、不適正な

広告排除の有力な方策となる。消費者は、買わないだけでなく、他からの情報を収集する前でも

後でも、広告主に対して問い合わせたり、おかしいと告げることが重要である。 
しかし、多種多様な広告の問題点を見抜くためには、消費者個人の力だけでは不十分である。 
現在、不当表示や不当条項に対する消費者団体訴権の法制化が議論されており、消費者団体が

市場の監視者として機能することが今後期待されている。東京都としても、消費者団体に対し、

不適正な広告を見抜く知識と調査能力を養成するよう研修の機会を確保する等の施策が望まれ

る。 
 

 

 

消費生活センターは消費者からの苦情相談を処理する過程で、どのような広告をきっかけに事業

者と接触を始めたかを聴取することができるし、消費者の協力を求めることにより問題広告を入手

できる可能性もある。 

（４） 
 
消費生活センターの相談処理に対して 

今後、個別事案の相談処理を通じてより多くの消費者に対する被害の未然防止の効果を挙げる

という視点を重視して、相談時に広告がきっかけで契約を締結した事例についてはできるだけそ

の広告資料の提供を求めるよう心がけることが望まれる。 
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